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問合せ先  責任者役職名 経理部マネージャー

　　　　　　  氏　　        名　　三宅　正裕 TEL (082) 241 - 0211
決算取締役会開催日　　平成 14年 5月 22日

米国会計基準採用の有無 無

１. 14年  3月期の連結業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 14年 3月 31日）
(1)連結経営成績 （金額の表示　百万円未満切捨て）

　　　 売    上    高 　　　　営  業  利  益 　　　経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年  3月期 1,021,149 △ 2.3 118,544 △ 6.4 63,715 4.9

13年  3月期 1,044,862 △ 0.4 126,621 △ 3.7 60,722 19.4

        当期純利益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

14年  3月期 46,470 70.8 125.25 123.99 7.9 2.2 6.2

13年  3月期 27,202 △ 1.5 73.31 72.78 4.8 2.0 5.8

(注)①持分法投資損益 14年  3月期            3,255 百万円          13年  3月期            1,646 百万円

     ②期中平均株式数（連結）　  14年  3月期   　　 　371,027,312 株　　　　 13年  3月期  　　　　371,038,277 株

     ③会計処理の方法の変更 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態
       　総  資  産         株  主  資　本        株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年  3月期 2,846,206 593,752 20.9 1,600.41

13年  3月期 2,952,869 575,771 19.5 1,551.79

(注)期末発行済株式数（連結）　14年  3月期   371,000,878 株　　　13年  3月期   371,037,861 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　営業活動による 　　投資活動による 　　財務活動による  現金及び現金同等物
　キャッシュ・フロー 　　キャッシュ・フロー 　　キャッシュ・フロー 　　期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円

14年  3月期 253,418 △ 122,922 △ 131,229 20,326

13年  3月期 254,872 △ 152,240 △ 107,398 21,060

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  14　社   持分法適用非連結子会社数　   -  　社   持分法適用関連会社数　5　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）1　社  （除外）1　社   持分法（新規）   -  　社  （除外）　   -  　社

２. 15年  3月期の連結業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
　 　　　売　　上　　高 　　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

億円 億円 億円

中間期 5,050 400 250

通　　期 10,100 590 390

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）             105円 12銭

  上記の予想の前提条件その他の関連する事項については，別添資料の７ページを参照してください。

決算短信 (連結)  
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企 業 集 団 の 状 況  

〔事業の内容〕 
  当社グループは，当社及び子会社２６社，関連会社２３社の計５０社で構成されています。 

  事業内容は，当社と関連会社２社による電気事業及びその他の事業です。その他の事業にお 

 いては，電気事業に関連した事業や当社経営資源を活用した事業を行っています。 

 当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりです。 

  

◯電気事業 ［当社及び関連会社２社，計３社］ 

   当社において，中国地域を主なサービス区域として発・送・配電の一貫体制により一般電気事 

  業を営んでおります。 

   自社発電設備による発電のほか，グループ内の発電事業会社２社（福山共同火力㈱，水島共同 

  火力㈱）から一部電気の供給を受けています。 

   【主な関係会社】 福山共同火力㈱，水島共同火力㈱ 

  

◯その他の事業 

 （資機材の製造販売） ［子会社７社，関連会社７社，計１４社］ 

   中国電機製造㈱ほか子会社６社及び中国高圧コンクリート工業㈱ほか関連会社６社が変圧器， 

  電気計器，コンクリートポールなど，当社への資機材の製造販売を行っています。 

   【主な関係会社】 中国計器工業㈱，中国電機製造㈱，㈱小月製鋼所，㈱中電ライフ， 

            テンパール工業㈱，中国高圧コンクリート工業㈱ 

 （工事請負） ［子会社４社，関連会社４社，計８社］ 

   中電工業㈱ほか子会社３社及び㈱中電工ほか関連会社３社が，当社の電力設備建設工事，修繕 

  工事の調査，設計および施工を行っています。 

   【主な関係会社】 中電工業㈱，中電プラント㈱，中電技術コンサルタント㈱，㈱中電工 

 （電気通信・情報処理） ［子会社３社，関連会社４社，計７社］ 

   中国情報システムサービス㈱ほか子会社２社及び中国通信ネットワーク㈱ほか関連会社３社が， 

  光ファイバーの心線貸付，専用回線サービスなどの電気通信事業等を行っています。 

   【主な関係会社】 中国情報システムサービス㈱，中国通信ネットワーク㈱ 

 （その他） ［子会社１２社，関連会社６社，計１８社］ 

   中国企業㈱ほか子会社３社が，ビル，土地等の管理や火力発電所諸装置の運転等の受託，事務 

  用機器等のリースなど，当社設備の維持管理等を行っています。㈱中電アクセスが，電気温水器 

  の販売や当社営業・配電業務の受託を行っています。産興㈱ほか子会社１社と関連会社４社が， 

  印刷及び一般広告の請負等の業務を行っています。また，事業の多角化をめざし，㈱中電ビジネ 

  スサービスほか子会社３社と関連会社１社が，ビジネス・生活支援事業を，子会社１社および関 

  連会社１社が，総合エネルギー供給事業を行っています。 

   【主な関係会社】 中国企業㈱，中電環境テクノス㈱，㈱中電アクセス，産興㈱， 

            ㈱中電ビジネスサービス 
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〔事業系統図〕 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔その他の事業〕  

       は連結子会社，     は持分法適用関連会社 

（電気通信・情報処理） 

 

 

 

 

             他５社 

（工事請負） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             他４社 

中電技術コンサルタント株式会社 
（土木，建築，電気施設の調査設計 
 及び工事監理の請負） 

中電プラント株式会社 
（電気設備の保守点検及び工事の請負） 

中電工業株式会社 
（配電用器材，塗料の納入及び塗装 
 工事の請負） 

株式会社中電工 
（電気工事の請負） 

〔電気事業〕 

（資機材の製造販売） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             他８社 

（その他） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            他１３社 

中国高圧コンクリート工業株式会社 
（コンクリートポール・同パイル） 

 

テンパール工業株式会社 
（地絡検出装置，住宅用分電盤） 

株式会社中電ライフ 
（腕金，開閉器，配電材料） 

株式会社小月製鋼所 
（鋼管柱，鋳鋼品） 

中国電機製造株式会社 
（変圧器，制御機器，電気温水器） 

中国計器工業株式会社 
（電気計器，継電器） 

福山共同火力株式会社 
（電力供給） 

水島共同火力株式会社 
（電力供給） 

中国電力株式会社 

 

株式会社中電アクセス 
(電気温水器販売,営業・配電業務受託)

中電環境テクノス株式会社 
（火力発電所諸装置運転・管理） 

中国企業株式会社 
（不動産管理，事務用機器リース） 

 

中国通信ネットワーク株式会社 
（企業内通信等の専用回線サービス） 

中国情報システムサービス株式会社 
（光ファイバー心線の貸付,情報処理）

株式会社中電ビジネスサービス（注２）
（グループ内の金融業務） 

（注）１．（株）中電ビジネスサービスは，平成 13 年 4 月 12 日付で設立されたことから,新たに当社グループに加えた｡ 

   ２．（株）アステル中国は，平成 14 年１月 21 日に清算を結了した。 

株式会社中電ビジネスサービス（注１）
（当社グループ内の金融業務） 

産興株式会社 
（印刷及び一般広告の請負） 
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経 営 方 針 
 

 電気事業を中核とする中国電力グループを取り巻く経営環境は，景気低迷を反映

した電力需要の不透明感に加え，平成１２年３月から電力の小売自由化が実施され，

新規電気事業者との競争が拡大すると同時に，エネルギー間の競合が激しさを増す

変革の時代を迎えています。 

 こうした事業環境の変化に的確に対応するため，昨年１０月，経営基盤の強化に

向けて経営目標を一段と高い内容に見直すとともに，全社を販売・電源および流通

の３事業本部とそれを管理する部門に再編成し，競争に勝ち抜く体制作りを行いま

した。さらに，環境変化から生じる様々なリスクに対処するために，昨年１１月「リ

スク管理基本方針」を策定しました。 

 また，中国電力グループの収益機会を増加させるため，「総合エネルギー供給事

業」，「情報通信事業」，「環境調和創生事業」および「ビジネス・生活支援事業」

の４つの事業を，グループが持つ経営資源の強みを活かせる戦略事業領域として捉

え，新会社の設立をはじめ，今後の新たな事業展開の基盤を強化しました。今後も

当社グループの総合力を発揮して，競争に勝ち抜く強靭な企業体質を構築し，お 客

さま，株主・投資家の皆さまの期待に応えていきます。 

 今後目指すべき企業像を経営の基本目標として掲げ，これを達成するために次の

取り組みを実施してまいります。 

１．経営の基本目標と取り組み方針 

 ○ 価格競争力の強化とグループ総合力を発揮する企業を目指す 

 電気事業を中核とする総合エネルギー供給企業としての使命を達成しつつ，

経営効率化の持続的追求による料金コストの更なる低減により，価格競争力を

強化するとともに，財務体質の強化を図ります。 

 また，収益基盤の脆弱化，競争の更なる進展などが予想されるなかで，グル

ープとしての経営効率を向上させるとともに，グループの経営資源を活用した

新たな事業領域の開拓を推進し，総合力を発揮する企業を目指します。 

 ○ お客さま，株主・投資家の信頼を獲得し，選択される企業を目指す 

 企業倫理に基づいた公正・透明な企業活動，お客さま本位を指向した営業活

動の強化，広報・広聴活動の充実などを確実に実施することにより，お客さま，

株主・投資家の信頼を獲得し，選択される企業を目指します。 

 ○ 活力あふれる企業を目指す 

 人間尊重を基本に，社員の活力がより増進・発揮できる環境づくりを進める

とともに，自主と責任を基軸とした自律的業務運営を進め，活力あふれる企業

を目指します。 
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２．経営（数値）目標 

 中国電力グループは，競争に勝ち抜いていくために，次の経営（数値）目標を

設定し，価格競争力の強化や財務体質の改善など，強靭な企業体質の構築に取り

組んでいきます。 

   中国電力（単独） （平成１３年１１月見直し） 

 将来の事業環境の変化を踏まえ，業績の向上と財務体質の改善を図り，経営

基盤を強固なものとするため，昨年１１月，経営目標を見直し，平成１４年度

から平成１６年度にかけて達成する数値目標を設定しました。 

   ○ 株主資本比率目標    ：平成１６年度末  ２３％程度 
   ○ ＲＯＥ目標       ：平成１４年度から１６年度の３か年平均 
     (株主資本当期利益率)   ８％程度 
   ○ ＲＯＡ目標       ：平成１４年度から１６年度の３か年平均 
     (総資産税引後営業利益率) ３％程度 
   ○ 経常利益目標      ：平成１４年度から１６年度の３か年平均 
                  ７００億円／年以上 
   ○ ﾌﾘｰ・ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ目標   ：平成１４年度から１６年度の３か年平均 
                  １,１００億円／年以上 
 

   グループ経営目標（中国電力を除くグループ企業全体目標）  （平成１３年１月策定） 

  グループ各企業は，下記の類型別経営目標に沿って自ら経営目標を具体的に設

定し，その目標達成に向かって諸施策を展開するとともに，株式上場ができる企

業体質と収益力を目指します。 

 

類  型 経営目標（平成１７年度末） 

連結子会社 
全体でグループ外売上を平成１１年度（400 億円）の 

１.５倍（600 億円）に拡大 

持分法適用会社 
非連結子会社 
持分法非適用会社 

グループ外売上の拡大と経営効率化による利益の確保・
拡大 

新規設立会社 設立後３年で単年度黒字，５年で累積損失の解消 

３．利益配分に関する基本方針 

 当社は，業績の向上を図り，株主の皆さまに対して，安定配当の継続を基本と
していくとともに，財務体質改善などの経営基盤の強化に活用することを基本に
していきます。 
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経 営 成 績 及 び 財 政 状 態 
 

１．経営成績 

 

（１）当期の業績 

 

 ①連結業績 

    当期の売上高は，電気事業が９，７１３億円，連結子会社を合わせると１兆２１１億円と 

   なり，前期に比べ２３７億円の減収となりました。 

    経常利益は６３７億円となり，前期に比べ２９億円の増益になりました。 

    法人税等控除後の当期純利益は，４６４億円となり，前期に比べ１９２億円の増益となり

ました。 

 

 ②単独業績 

  販 売 電 力 量 

    当期の販売電力量は，特定規模需要のうち産業用需要が鉄鋼をはじめほとんどの業種で前

期を下回ったことなどにより，５３６億ｋＷｈと前期に比べ１．６％の減少となりました。 

 

  経 常 収 益 

    料金収入は，販売電力量の減少や平成１２年１０月に実施した電気料金引下げの影響など

により，前期に比べ２４７億円減の８，９３２億円となりました。 

    これに電力会社間の電力融通等その他の収益を加えた経常収益は，９，８３５億円となり， 

   前期に比べ２３４億円の減収となりました。 

 

  経 常 費 用 

    島根原子力発電所の高稼働による原料費の減少や支払利息，減価償却費等の設備関係費の 

   減少などにより，経常費用は，９，２４４億円と前期に比べ１３３億円の減少となりました。 

  

    以上の結果，経常利益は，５９０億円となり，前期に比べ１００億円の減益となりました。 

    経常利益から，関係会社整理損や有価証券評価損の特別損失および法人税等控除後の当期

利益は，２４４億円となりました。 

     当期の配当につきましては，期末配当金を１株につき２５円とし，昨年１２月支払の中間

配当金２５円と合わせて５０円とすることとしました。 
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（２）次期の業績見通し 

   業績見通しは，経営効率化によりコストの削減に努めるものの，連結の大部分を占める電気事

業において，本年度実施予定の電気料金引下げにより，売上高が前期を下回る見込みであること

などから，経常利益は連結で５９０億円程度，単独で５８０億円程度を見込んでいます。 

   ①連結業績見通し 

売   上   高 １０，１００億円程度 

経 常 利 益  ５９０億円程度 

当  期  純  利  益 ３９０億円程度 

   ②単独業績見通し 

売   上   高 ９，６００億円程度 

経 常 利 益  ５８０億円程度 

当  期  純  利  益 ４００億円程度 

      ○前提となる主要諸元 

販 売 電 力 量  ５３９億ｋＷｈ 

 為替レート（ｲﾝﾀｰﾊﾞﾝｸ） １３０円／＄程度 

 原 油 Ｃ Ｉ Ｆ 価 格  ２５＄／ｂ程度 

 

２．財政状態 

  キャッシュ・フローの状況   

   当社及び連結子会社は，財務体質の強化を図るために，営業活動によるキャッシュ・フローの

増大と投資活動によるキャッシュ・フローの圧縮に努めています。 

   当期末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は，前期末に比べ

７億円減少し，２０３億円（前期比△3.5％）となりました。   

  （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

   当期における営業活動による資金の増加は，２，５３４億円（前期比△0.6％）となりました。

これは，経営全般にわたる効率化等に努めたものの，平成１２年１０月から実施した電気料金引

下げの影響及び販売電力量が前期を下回ったこと等によるものです。 

  （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

   当期における投資活動による資金の減少は，１，２２９億円（前期比△19.3％）となりました。

これは，設備投資の効率化等に努めたことにより，電気事業固定資産等の取得のための支出が  

１，３１０億円であったこと等を反映しているものです。 

  （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

   当期における財務活動による資金の減少は，１，３１２億円（前期比 22.2％）となりました。

これは，社債・借入金の償還を行ったこと等によるものです。  



連　結　貸　借　対　照　表
　 平成１４年３月３１日 現在 　

       （単位：百万円）

資　　　産　　　の　　　部 負 債 ， 少 数 株 主 持 分 及 び 資 本 の 部

科　　目 当期末 前期末 増　減 科　　目 当期末 前期末 増　減

負債の部

固　定　資　産 2,711,685  2,809,527  97,842 △   固　定　負　債 1,821,121  1,732,983  88,137      

 電気事業固定資産電気事業固定資産 2,190,045  2,228,757  38,711 △   社 債 1,006,925  931,925    75,000      

水 力 発 電 設 備 187,159    197,517    10,357 △   長 期 借 入 金 607,784    604,962    2,821       

汽 力 発 電 設 備 499,259    549,059    49,799 △   退 職 給 付 引 当 金 78,202     84,901     6,699 △    

原 子 力 発 電 設 備 94,720     89,167     5,552       使用済核燃料再処理引当金 83,042     69,824     13,218      

送 電 設 備 563,206    532,602    30,603      原子力発電施設解体引当金 39,745     37,759     1,986       

変 電 設 備 231,272    234,320    3,048 △    繰 延 税 金 負 債 2,552       - 2,552       

配 電 設 備 450,505    461,641    11,135 △   そ の 他 の 固 定 負 債 2,868      3,610      742 △      

業 務 設 備 158,265    160,427    2,162 △    
その 他の 電気 事業 固定 資産 5,655      4,020      1,635       流　動　負　債 426,827    639,782    212,954 △  

１年 以内 に期 限到 来の 固定 負債 132,792    311,634    178,841 △  

その他の固定資産 66,626     51,468     15,158      短 期 借 入 金 109,380    166,440    57,060 △   

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 33,509     36,015     2,506 △    

固定資産仮勘定 149,467    226,429    76,961 △   未 払 税 金 22,842     28,759     5,917 △    

建設仮勘定及び 災 害 復 旧 費 用 引 当 金  - 3,612      3,612 △    
　    　　除却仮勘定 149,467    226,429    76,961 △   繰 延 税 金 負 債 10          - 10          

そ の 他 の 流 動 負 債 128,292    93,319     34,972      

核　燃　料 110,538    104,052    6,486       

装荷核燃料及び

　　　加工中等核燃料 110,538    104,052    6,486       

投  資  等 195,005    198,820    3,814 △    

長 期 投 資 62,473     77,504     15,030 △   負 債 合 計 2,247,948  2,372,766  124,817 △  

繰 延 税 金 資 産 47,568     40,348     7,220       少数株主持分

そ の 他 の 投 資 等 85,225     81,212     4,012       少 数 株 主 持 分 4,505      4,331      174         

貸倒引当金(貸方) 261 △     243 △     17 △       

資本の部

流　動　資　産 134,517    143,335    8,817 △    資 本 金 185,527    185,527     -

現 金 及 び 預 金 20,550     22,527     1,977 △    資 本 準 備 金 16,676     16,676      -

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 60,746     58,059     2,687       連 結 剰 余 金 377,423    351,577    25,845      

た な 卸 資 産 39,145     39,637     491 △      　その他有価証券評価差額金 14,204     21,999     7,794 △    

繰 延 税 金 資 産 6,575      10,311     3,735 △    593,832    575,781    18,051      

その他の流動資産 8,426      13,659     5,232 △    

貸倒引当金(貸方) 927 △     859 △     68 △       自 己 株 式 74 △      3 △       70 △       

子会社の所有する親会社株式 6 △       6 △        -

繰　延　資　産 4          6          2 △        

その他の繰延資産 4          6          2 △        

資 本 合 計 593,752    575,771    17,980      

合　　　　　　計 2,846,206  2,952,869  106,662 △  合　　　　　　計 2,846,206  2,952,869  106,662 △  

（注）１．有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　 　3,005,342百万円

　　　２．保証債務  　 　　　　　　　　　　　　　　　　    115,328百万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　社債の債務履行引受契約に係る偶発債務　　　　 　  178,940百万円

８



連　結　損  益  計  算  書

 平成１３年 ４月　１日 から

 平成１４年 ３月３１日 まで

        (単位:百万円)

費　　用　　の　　部 収　　益　　の　　部

科　　　目 当　期 前　期 増　減 科　　　目 当　期 前　期 増　減

営　業　費　用 902,604      918,241      15,636 △    営　業　収　益 1,021,149    1,044,862    23,713 △    

電 気 事 業 営 業 費 用 851,848      858,981      7,132 △     電 気 事 業 営 業 収 益 971,344      996,929      25,584 △    

そ の 他 事業 営業 費用 50,755       59,259       8,504 △     その他事業営業収益 49,804       47,933       1,871        

営　業　利　益 (118,544) (126,621) (△8,076)

営　業　外　費　用 67,976       76,050       8,073 △     営　業　外　収　益 13,147       10,151       2,996        

支 払 利 息 50,856       66,714       15,858 △    受 取 配 当 金 600           - 600          

そ の 他 の営 業外 費用 17,119       9,335        7,784        受 取 利 息 154          190          35 △        

持分法による投資利益 3,255        1,646        1,609        

その他の営業外収益 9,136        8,314        821          

970,581      994,291      23,710 △    1,034,296    1,055,013    20,717 △    

当　期　経　常　利　益 63,715       60,722       2,993        

特　別　損　失 4,679        6,108        1,428 △     

財 産 偶 発 損  - 30           30 △        

災 害 特 別 損 失  - 6,078        6,078 △     

　 有 価 証 券 評 価 損 4,679         - 4,679        

税金等調整前当期純利益 59,036       54,613       4,422        

法人税，住民税及び事業税 9,647        24,260       14,613 △    

法 人 税 等 調 整 額 2,717        2,337        380          

少 数 株 主 持 分 利 益 200          813          612 △       

当　期　純　利　益 46,470       27,202       19,267       

（注）記載方法の変更

・受取配当金は，前期にはその他の営業外収益に含めて表示していたが，当期より区分掲記した。

　なお，前期のその他の営業外収益に含まれている当該金額は６３８百万円である。

当 期 経 常 費 用 合 計 当 期 経 常 収 益 合 計

９



連　結　剰　余　金  計  算  書

 平成１３年 ４月　１日 から

 平成１４年 ３月３１日 まで

        (単位:百万円)

科　　　目 当　期 前　期 増　減

連　結　剰　余　金　期　首　残　高 351,577             348,660             2,917                

連 結 剰 余 金 期 首 残 高 351,577             348,660             2,917                

連　結　剰　余　金　増　加　高  -  -  -

連　結　剰　余　金　減　少　高 20,624              24,285              3,660             △  

配 当 金 20,355              24,056              3,700             △  

役 員 賞 与 268                 228                 39                   

当　期　純　利　益 46,470              27,202              19,267               

連　結　剰　余　金　期　末　残　高 377,423             351,577             25,845               
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 平成１３年 ４月　１日 から

 平成１４年 ３月３１日 まで

        (単位:百万円)

科　　　　　目 当　期 前　期 増　減

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー　

　　　税金等調整前当期純利益 59,036  54,613  4,422  

　　　減価償却費 185,515  195,365  9,849  　　　 　　 　△         

　　　核燃料減損額 8,154  5,924  2,229  

　　　固定資産除却損 7,026  8,289  1,262  　　　 　　 　△         

　　　退職給与引当金の減少額                               - 66,325  　　　 　　 　△       66,325  

　　　退職給付引当金の増加又は減少額 6,699  　　　 　　 　△         84,901  91,601  　　　 　　 　△       

　　　使用済核燃料再処理引当金の増加額 13,218  3,937  9,280  

　　　原子力発電施設解体引当金の増加額 1,986  1,402  583  

　　　災害復旧費用引当金の増加又は減少額 3,612  　　　 　　 　△         3,612  7,224  　　　 　　 　△         

　　　受取利息及び受取配当金 755  　　　 　　 　△            828  　　　 　　 　△            73  

　　　支払利息 50,856  66,714  15,858  　　　 　　 　△       

　　　受取手形及び売掛金の増加又は減少額 3,243  　　　 　　 　△         4,367  7,611  　　　 　　 　△         

　　　たな卸資産の増加又は減少額 1,938  4,383  　　　 　　 　△         6,321  

　　　支払手形及び買掛金の減少額 1,682  　　　 　　 　△         1,833  　　　 　　 　△         150  

　　　その他 7,964  9,839  　　　 　　 　△         17,803  

　　　　　　小　　　計 319,704  345,921  26,217  　　　 　　 　△       

　　　利息及び配当金の受取額 1,202  1,044  158  

　　　利息の支払額 52,433  　　　 　　 　△       67,897  　　　 　　 　△       15,463  

　　　法人税等の支払額 15,055  　　　 　　 　△       24,196  　　　 　　 　△       9,141  

  営業活動によるキャッシュ・フロー 253,418  254,872  1,454  　　　 　　 　△         

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　固定資産の取得による支出 131,011  　　　 　　 　△     155,842  　　　 　　 　△     24,831  

　　　投融資による支出 6,707  　　　 　　 　△         9,220  　　　 　　 　△         2,513  

　　　投融資の回収による収入 7,250  7,166  83  

　　　その他 7,546  5,657  1,888  

  投資活動によるキャッシュ・フロー 122,922  　　　 　　 　△     152,240  　　　 　　 　△     29,317  

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　社債の発行による収入 149,402  104,535  44,866  

　　　社債の償還による支出 248,547  　　　 　　 　△     105,000  　　　 　　 　△     143,547  　　　 　　 　△     

　　　長期借入れによる収入 70,622  46,213  24,409  

　　　長期借入金の返済による支出 73,167  　　　 　　 　△       115,937  　　　 　　 　△     42,769  

　　　短期借入れによる収入 234,710  301,185  66,475  　　　 　　 　△       

　　　短期借入金の返済による支出 287,770  　　　 　　 　△     290,294  　　　 　　 　△     2,524  

　　　コマーシャル・ペーパーの発行による収入 672,000  422,000  250,000  

　　　コマーシャル・ペーパーの償還による支出 628,000  　　　 　　 　△     446,000  　　　 　　 　△     182,000  　　　 　　 　△     

　　　配当金の支払額 20,398  　　　 　　 　△       24,097  　　　 　　 　△       3,699  

　　　少数株主への配当金の支払額 10  　　　 　　 　△              2  　　　 　　 　△                8  　　　 　　 　△                

　　　その他 70  　　　 　　 　△              1  　　　 　　 　△                68  　　　 　　 　△              

  財務活動によるキャッシュ・フロー 131,229  　　　 　　 　△     107,398  　　　 　　 　△     23,831  　　　 　　 　△       

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額                               -                               -                               -

Ⅴ．現金及び現金同等物の減少額 733  　　　 　　 　△            4,765  　　　 　　 　△         4,032  

Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高 21,060  25,826  4,765  　　　 　　 　△         

Ⅶ．現金及び現金同等物の期末残高 20,326  21,060  733  　　　 　　 　△            

連結キャッシュ・フロー計算書
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

（１）連結の範囲に関する事項 

    連結財務諸表の作成にあたり，当社は主要な子会社 中電工業㈱，中電プラント㈱，中国計器工業㈱， 

   中国企業㈱，中国電機製造㈱，中電環境テクノス㈱，中国情報システムサービス㈱，㈱小月製鋼所，中 

   電技術コンサルタント㈱，㈱中電アクセス，㈱中電ライフ，テンパール工業㈱，産興㈱，㈱中電ビジネ 

   スサービスの１４社を連結の範囲に含めている。このうち㈱中電ビジネスサービスは，当期から連結子

会社に含めている。 

    なお，㈱アステル中国については，平成１３年１０月１日付で中国情報システムサービス㈱に営業譲 

   渡後，当期に清算結了（平成１４年１月２１日）したため，上記連結子会社数に含んでいないが，清算 

       結了日までの損益計算書及びキャッシュ・フロー計算書については連結している。 

    連結の範囲から除外した非連結子会社は，その総資産，売上高，当期純損益，剰余金の規模等からみ 

   て，それぞれ連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり，かつ，全体としてもその影響に重要性がない。 

 

（２）持分法の適用に関する事項 

    非連結子会社及び関連会社のうち，主要な関連会社 福山共同火力㈱，水島共同火力㈱，㈱中電工， 

   中国通信ネットワーク㈱，中国高圧コンクリート工業㈱の５社に対する投資について，持分法を適用し 

   ている。 

    持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は，それぞれ連結純損益及び連結剰余金に及ぼす 

   影響が軽微であり，かつ，全体としてもその影響に重要性がない。 

 

（３）連結子会社の事業年度等に関する事項 

    連結子会社の決算日は，連結決算日と一致している。 

 

（４）会計処理基準に関する事項 

 （ａ）重要な資産の評価基準及び評価方法 

   ｲ．有価証券 

     満期保有目的債券 

        …主として原価法 

     その他有価証券 

      時価のあるもの 

        …決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し，売却 

         原価は主として移動平均法により算定している） 

      時価のないもの 

        …主として移動平均法による原価法 

   ﾛ．たな卸資産 

     主として総平均法による原価法 

 

 （ｂ）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

     ・有形固定資産…定率法 

     ・無形固定資産…定額法 
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 （ｃ）重要な引当金の計上基準 

   ｲ．貸倒引当金 

     売掛債権等の貸倒損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率により，貸倒懸念債権等特定 

    の債権については個別に回収可能性を検討し，回収不能見込額を計上している。 

   ﾛ．退職給付引当金 

     従業員の退職給付に備えるため，当期における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上 

    している。 

 数理計算上の差異は，各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）

による定額法により按分した額を，それぞれ発生の翌期から費用処理することとしている。 

   ﾊ．使用済核燃料再処理引当金 

     使用済核燃料の再処理に要する費用に充てるため，使用済核燃料再処理費の期末要支払額の６０％ 

    を計上する方法によっている。 

   ﾆ．原子力発電施設解体引当金 

     原子力発電施設の解体に要する費用に充てるため，解体費の総見積額を基準とする額を原子力の発 

    電実績に応じて計上する方法によっている。 

 

 （ｄ）重要なリース取引の処理方法 

     リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について 

    は，通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっている。 

 

 （ｅ）重要なヘッジ会計の方法 

   ｲ．ヘッジ会計の方法 

     為替予約等が付されている外貨建金銭債務については，振当処理を行っている。 

     ヘッジ会計の要件を満たす金利スワップについては，特例処理を採用している。 

   ﾛ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

     ヘッジ手段 … 金利，有価証券，外国為替等に係る先物取引，オプション取引，先渡取引，スワッ 

            プ取引等 

     ヘッジ対象 … 原則として当社グループの業務から発生する債権・債務 

   ﾊ．ヘッジ方針 

     市場変動による損失回避あるいは費用の低減，収益・費用の安定を目的とするものに限って行うこ 

    ととし，売買益を目的とした投機的な取引は行わない。 

   ﾆ．ヘッジ有効性評価の方法 

     振当処理を行っている為替予約等については，ヘッジ対象とヘッジ手段の通貨種別，期日，金額の 

    同一性を確認し，有効性の判定に代えている。 

     金利スワップについては，金利スワップの特例処理の要件に該当すると判定し，有効性の判定に代 

    えている。 

 

 （ｆ）消費税等の会計処理 

     消費税及び地方消費税の会計処理は，税抜方式によっている。 
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（５）連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

    連結子会社の資産及び負債の評価については，部分時価評価法を採用している。 

 

（６）連結調整勘定の償却に関する事項 

    連結調整勘定の償却は５年間で均等償却している。 

 

（７）利益処分項目等の取扱いに関する事項 

    連結剰余金計算書は，連結会社の利益処分について，連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて 

   作成している。 

 

（８）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

    連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は，手許現金，随時引き出し可 

   能な預金及び容易に換金可能であり，かつ，価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から 

   満期日または償還日までの期限が３ヶ月以内の短期投資からなる。 

 



注　記　事　項

１．セグメント情報関係

(１)事業の種類別セグメント情報

　　・当期（平成１３年４月１日から平成１４年３月３１日まで）
（単位：百万円）

電気事業 その他の事業 合　計 消去又は全社 連　結

Ⅰ売上高及び営業損益

　　売上高

 　　 (１)外部顧客に対する売上高 971,344 49,804 1,021,149 － 1,021,149 

 　　 (２)セグメント間の内部売上高

          又は振替高 1,190 85,756 86,947 (86,947) －
計 972,535 135,561 1,108,096 (86,947) 1,021,149 

　　営業費用 855,519 134,388 989,907 (87,302) 902,604 

　　営業利益 117,015 1,172 118,188 355 118,544 

Ⅱ資産，減価償却費及び資本的支出

　　資産 2,684,590 204,813 2,889,404 (43,197) 2,846,206 

　　減価償却費 180,065 6,873 186,939 (1,423) 185,515 

　　資本的支出 109,779 25,464 135,244 (2,100) 133,144 

　　・前期（平成１２年４月１日から平成１３年３月３１日まで）
（単位：百万円）

電気事業 その他の事業 合　計 消去又は全社 連　結

Ⅰ売上高及び営業損益

　　売上高

 　　 (１)外部顧客に対する売上高 996,929 47,933 1,044,862 － 1,044,862 

 　　 (２)セグメント間の内部売上高

          又は振替高 1,241 81,168 82,409 (82,409) －
計 998,170 129,102 1,127,272 (82,409) 1,044,862 

　　営業費用 863,192 137,990 1,001,182 (82,940) 918,241 

　　営業利益 134,977 △8,888 126,089 531 126,621 

Ⅱ資産，減価償却費及び資本的支出

　　資産 2,811,616 185,288 2,996,905 (44,036) 2,952,869 

　　減価償却費 190,948 6,537 197,485 (2,119) 195,365 

　　資本的支出 148,171 5,882 154,054 (3,012) 151,042 

　　 　(注)１.事業区分の方法

　　 　 　 　 事業活動における業務の種類を勘案して区分している。

　　 　 　 ２.各区分に属する主要な製品の名称等

事　業　区　分 主 要 な 製 品 ・ 事 業 活 動
　電気事業   電力供給
　その他の事業   資機材の製造・販売，電力設備建設・修繕工事の請負，電気通信

  事業，情報処理・情報システム設計，不動産管理，火力発電所諸
  装置の運転受託，事務用機器等リース，電気温水器の販売，印刷・
  広告

(２)所在地別セグメント情報

　　・当期（平成１３年４月１日から平成１４年３月３１日まで）
　　　　当社は本邦以外の国または地域に所在する連結子会社がないため，該当事項はない。

　　・前期（平成１２年４月１日から平成１３年３月３１日まで）
　　　　当社は本邦以外の国または地域に所在する連結子会社がないため，該当事項はない。

(３)海外売上高

　　・当期（平成１３年４月１日から平成１４年３月３１日まで）
　　　　海外売上高が，連結売上高の10％未満のため，海外売上高の記載を省略している。

　　・前期（平成１２年４月１日から平成１３年３月３１日まで）
　　　　海外売上高が，連結売上高の10％未満のため，海外売上高の記載を省略している。
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２．リース取引関係
（単位：百万円）

当　　　期 前　　　期
項　　　　　目 　　　　　 　平成13年4月 1日から 　　　　　 　平成12年4月 1日から

　　　　　 　平成14年3月31日まで 　　　　　 　平成13年3月31日まで

１．リース物件の所有権が借主に移転
　すると認められるもの以外のファイ
　ナンス・リース取引

 借手側

 (１)　リース物件の取得価額相当額, 取得価額 減価償却 期末残高 取得価額 減価償却 期末残高
　　 減価償却累計額相当額及び期末 相 当 額 累 計 額 相 当 額 相 当 額 累 計 額 相 当 額

     残高相当額 相 当 額 相 当 額

電気事業固定資産 電気事業固定資産

業務設備 87 60 26 業務設備 98 53 44 
その他の固定資産 1,265 921 343 その他の固定資産 5,685 1,845 3,839 
合　 計 1,352 982 369 合　 計 5,783 1,899 3,883 

(注) 取得価額相当額は，未経過リース料期末 同左
　 残高が有形固定資産の期末残高等に占める
   割合が低いため，支払利子込み法により算
   定している。

 (２)　未経過リース料期末残高相当

　　 額

　　　　　　　１　年　内 181 819
　　　　　　　１　年　超 187 3,064
　　　　　　　合　　　計 369 3,883

(注) 未経過リース料期末残高相当額は，未経 同左
　 過リース料期末残高が有形固定資産の期末
　 残高等に占める割合が低いため，支払利子
　 込み法により算定している。

 (３)　支払リース料及び減価償却費

　　 相当額

　　　　 支払リース料 545 857
　　　　 減価償却費相当額 545 857

（４）減価償却費相当額の算定方法  　リース期間を耐用年数とし，残存価額を零 同左

　とする定額法によっている。

 貸手側

 (１)　リース物件の取得価額，減価 取得価額 減価償却 期末残高 取得価額 減価償却 期末残高

　　 償却累計額及び期末残高 累 計 額 累 計 額

その他の固定資産 583 201 382 その他の固定資産 373 226 146 

 (２)　未経過リース料期末残高相当
　　 額

　　　　　　　１　年　内 137 81
　　　　　　　１　年　超 438 267
　　　　　　　合　　　計 576 349

(注) 未経過リース料期末残高相当額は，未経 同左

　 過リース料期末残高及び見積残存価額の残

   高の合計額が営業債権の期末残高等に占め

   る割合が低いため，受取利子込み法により

　 算定している。

 (３)　受取リース料及び減価償却費

　　　   受取リース料 111 60
　　　   減価償却費 136 154

２．オペレーティング・リース取引

 借手側

    未経過リース料
　　　　　　　１　年　内 162 75
　　　　　　　１　年　超 144 133
　　　　　　　合　　　計 306 208
 貸手側

    未経過リース料
　　　　　　　１　年　内 - 6
　　　　　　　１　年　超 - 12
　　　　　　　合　　　計 - 18

） （ ）（
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３．税効果会計関係

（単位：百万円）

項　　　　　　　目
（平成14年3月31日現在）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

　未実現利益の発生に係る調整 13,363

　繰延資産償却超過額 9,048

　退職給付引当金損金算入限度超過額 8,980

　減価償却資産償却超過額 7,714

　使用済核燃料再処理引当金損金算入限度超過額 4,742

　原子力発電施設解体引当金損金算入限度超過額 4,287

　繰越欠損金 406

　その他 12,914

繰延税金資産小計 61,457

評価性引当額 △ 1,351

繰延税金資産合計 60,106

（繰延税金負債）

　その他有価証券評価差額金 △ 8,465

　債権債務の相殺消去に伴う貸倒引当金の調整 △ 52

　その他 △ 7

繰延税金負債合計 △ 8,525

繰延税金資産の純額 51,580

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に

　重要な差異があるときの，当該差異の原因となった主要な項目別

　の内訳

親会社の法定実効税率 36.15%

　子会社の欠損による影響額 △ 13.18%

　受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ 0.58%

　交際費等永久に損金に算入されない項目 0.58%

　その他 △ 2.02%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 20.95%

当　　　　　期
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４．有価証券関係

当  期（平成１４年３月３１日現在）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの （単位：百万円）

種　　　類 連 結 貸 借 対 照 表
計 上 額

時　　価 差　　額

時価が連結貸借対照表計上額
を超えるもの
国債・地方債等 0 0 0              
社債 - - - 
その他 - - - 

合             計 0 0 0              

２．その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円）

種　　　類 取得原価 連 結 貸 借 対 照 表
計 上 額

差　　額

(1)連結貸借対照表計上額が
　 取得原価を超えるもの
  株式 3,568 26,309 22,740         
  債券 　 　 　
 　　国債・地方債等 - - - 
 　　社債 24 30 5              
 　　その他 - - - 
  その他 0 0 0              

 小             計 3,594 26,340 22,746         

(2)連結貸借対照表計上額が
　 取得原価を超えないもの
  株式 3,565 3,192 △   372 
  債券
 　　国債・地方債等 - - - 
 　　社債 51 50 △     1 
 　　その他 - - - 
  その他 46 31 △    15 

 小             計 3,664 3,274 △   389 

合             計 7,258 29,615 22,356         

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券　 （単位：百万円）

売　却　額 売却益の合計額 売却損の合計額

　 1,073 1,032 5 

４．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

（単位：百万円）

種　　　類 連結貸借対照表計上額

(1)満期保有目的の債券

 非公募の内国債券 2              
(2)その他有価証券
 非上場株式
（店頭売買株式を除く)

22,883         

 その他 1,427          

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 （単位：百万円）

種　　　類 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

(1)債券
 国債・地方債等 1 1 - - 
 社債 - 46 9            - 
 その他 - - - - 

(2)その他 - - - - 
合             計 1 47 9            - 
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前  期（平成１３年３月３１日現在）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの （単位：百万円）

種　　　類 連 結 貸 借 対 照 表
計 上 額

時　　価 差　　額

時価が連結貸借対照表計上額
を超えるもの
国債・地方債等 0 0 0              
社債 - - - 
その他 - - - 

合             計 0 0 0              

２．その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円）

種　　　類 取得原価 連 結 貸 借 対 照 表
計 上 額

差　　額

(1)連結貸借対照表計上額が
　 取得原価を超えるもの
  株式 6,344 39,815 33,471         
  債券
 　　国債・地方債等 - - - 
 　　社債 62 83 21             
 　　その他 - - - 
  その他 4 5 0              

 小             計 6,411 39,904 33,492         

(2)連結貸借対照表計上額が
　 取得原価を超えないもの
  株式 755 589 △   166 
  債券
 　　国債・地方債等 - - - 
 　　社債 30 29 △     0 
 　　その他 - - - 
  その他 141 107 △    33 

 小             計 927 726 △   200 

合             計 7,338 40,631 33,292         

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券　 （単位：百万円）

売　却　額 売却益の合計額 売却損の合計額

　 359 152 1 

４．時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額　（単位：百万円）

種　　　類 連結貸借対照表計上額

(1)満期保有目的の債券

 非公募の内国債券 5              
(2)その他有価証券
 非上場株式
（店頭売買株式を除く)

21,198         

 その他 8,173          

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 （単位：百万円）

種　　　類 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

(1)債券
 国債・地方債等 3 3 - - 
 社債 12 90 9            - 
 その他 - - - - 

(2)その他 - - - - 
合             計 16 93 9            - 
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２０ 

５．デリバティブ取引関係 

  当 期 

１．取引の状況に関する事項（平成１３年４月１日から平成１４年３月３１日まで） 

（１）取引の内容，利用目的及び取引に対する取組方針 

当社グループは，デリバティブ取引の対象となる債権債務に係る将来の市場変動に
よるリスクを回避することを目的に，為替予約取引，通貨スワップ取引及び金利スワ
ップ取引をそれぞれの取引対象となる債権債務の範囲内で利用している。 

（２）取引に係るリスクの内容及びリスク管理体制 

当社グループの利用しているデリバティブ取引は，将来の金利や為替の市場変動に
よるリスクを有している。なお，デリバティブ取引の契約先はいずれも信用度の高い
金融機関であり，相手方の契約不履行から生じる信用リスクは極めて少ないと認識し
ている。デリバティブ取引の承認締結に際しては，各社の取締役会または担当取締役
の承認のうえ，各社の経理部において実行している。 

２．取引の時価等に関する事項（平成１４年３月３１日現在） 

（１）通貨関連 

「外貨建取引等会計処理基準」により外貨建金銭債権債務等に振り当てたデリバテ
ィブ取引については，開示の対象から除いている。 

（２）金利関連 

ヘッジ会計が適用されているものについては，開示の対象から除いている。 

 

  前 期 

１．取引の状況に関する事項（平成１２年４月１日から平成１３年３月３１日まで） 

（１）取引の内容，利用目的及び取引に対する取組方針 

当社グループは，デリバティブ取引の対象となる債権債務に係る将来の市場変動に
よるリスクを回避することを目的に，為替予約取引，通貨スワップ取引及び金利スワ
ップ取引をそれぞれの取引対象となる債権債務の範囲内で利用している。 

（２）取引に係るリスクの内容及びリスク管理体制 

当社グループの利用しているデリバティブ取引は，将来の金利や為替の市場変動に
よるリスクを有している。なお，デリバティブ取引の契約先はいずれも信用度の高い
金融機関であり，相手方の契約不履行から生じる信用リスクは極めて少ないと認識し
ている。デリバティブ取引の承認締結に際しては，各社の取締役会または担当取締役
の承認のうえ，各社の経理部において実行している。 

２．取引の時価等に関する事項（平成１３年３月３１日現在） 

（１）通貨関連 

「外貨建取引等会計処理基準」により外貨建金銭債権債務等に振り当てたデリバテ
ィブ取引については，開示の対象から除いている。 

（２）金利関連 

       ヘッジ会計が適用されているものについては，開示の対象から除いている。 

 



　６．退職給付関係

当 期

　　（１）採用している退職給付制度の概要

 　　　   当社及び連結子会社は，確定給付型の制度として適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けている。
　　　　また，従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合がある。
　　　　　当社については，昭和５９年より退職金制度の一部について適格退職年金制度を採用している。

　　（２）退職給付債務に関する事項（平成１４年３月３１日現在）

（単位：百万円）

イ．退職給付債務 △　255,237
ロ．年金資産 138,657
ハ．未積立退職給付債務［イ+ロ］ △　116,579
ニ．未認識数理計算上の差異 38,801
ホ．連結貸借対照表計上額純額［ハ+ニ］ △　77,778
ヘ．前払年金費用 424
ト． 退職給付引当金［ホ-ヘ］ △　78,202

（注）1.一部の子会社は，退職給付債務の算定にあたり，簡便法を採用している。
　　　2.前払年金費用は，その他の投資等に含めて記載している。

　　（３）退職給付費用に関する事項（平成１３年４月１日から平成１４年３月３１日まで）

（単位：百万円）

イ．勤務費用 8,806
ロ．利息費用 6,965
ハ．期待運用収益 △ 5,276
ニ．数理計算上の差異の費用処理額 2,950
ホ．過去勤務債務の費用処理額 △ 126
ヘ．退職給付費用［イ+ロ+ハ+ニ+ホ］ 13,319

（注）1.簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は,「イ．勤務費用」に計上している。
　　　2.上記退職給付費用以外に，割増退職金 2,982百万円支払っており，営業費用として計上している。

　　（４）退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ．退職給付見込額の期間配分方法 主として期間定額基準
ロ．割引率 2.5%（期首時点の計算に適用した割引率 3.0%）
ハ．期待運用収益率 4.0%以下
ニ．過去勤務債務の額の処理年数 1年
ホ．数理計算上の差異の処理年数 5年（定額法）
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前 期

　　（１）採用している退職給付制度の概要

 　　　   当社及び連結子会社は，確定給付型の制度として適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けている。
　　　　  当社については，昭和５９年より退職金制度の一部について適格退職年金制度を採用している。

　　（２）退職給付債務に関する事項（平成１３年３月３１日現在）

（単位：百万円）

イ．退職給付債務 △　234,692
ロ．年金資産 135,317
ハ．未積立退職給付債務［イ+ロ］ △　99,375
ニ．未認識数理計算上の差異 14,681
ホ．連結貸借対照表計上額純額［ハ+ニ］ △　84,693
ヘ．前払年金費用 208
ト． 退職給付引当金［ホ-ヘ］ △　84,901

（注）1.一部の子会社は，退職給付債務の算定にあたり，簡便法を採用している。
　　　2.前払年金費用は，その他の投資等に含めて記載している。

　　（３）退職給付費用に関する事項（平成１２年４月１日から平成１３年３月３１日まで）

（単位：百万円）

イ．勤務費用 8,682
ロ．利息費用 6,843
ハ．期待運用収益 △ 5,239
ニ．会計基準変更時差異の費用処理額 8,149
ホ．過去勤務債務の費用処理額 △ 414
ヘ．退職給付費用［イ+ロ+ハ+ニ+ホ］ 18,022

（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は,「イ．勤務費用」に計上している。

　　（４）退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準
ロ．割引率 3.0%
ハ．期待運用収益率 4.0%以下
ニ．過去勤務債務の額の処理年数 1年（定額法）
ホ．数理計算上の差異の処理年数 5年～16年（主として定額法）
ヘ．会計基準変更時差異の処理年数 1年
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平成 14年 3月期 平成 14年 5月 22日

上   場   会   社   名 中国電力株式会社 上場取引所  東　・　大

コード番号    9504 本社所在都道府県

（ＵＲＬ　http://www.energia.co.jp/） 広島県

問合せ先  責任者役職名 経理部マネージャー

　　　　　　  氏　　        名　　内山　誠一 TEL (082) 241 - 0211
決算取締役会開催日　　平成 14年 5月 22日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日　　平成 14年 6月 27日 単元株制度採用の有無　有(１単元　100 株)

１. 14年  3月期の業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 14年 3月 31日）
(1)経営成績 (金額の表示 百万円未満切捨て)

　　　　　売　　上　　高 　　　営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年  3月期 972,535 △ 2.6 117,015 △ 13.3 59,087 △ 14.6

13年  3月期 998,170 △ 0.4 134,977 △ 1.4 69,173 19.3

         　当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

14年  3月期 24,468 △ 23.5 65.95 65.52 4.8 2.1 6.1

13年  3月期 32,004 △ 13.6 86.25 85.54 6.5 2.4 6.9

(注)①期中平均株式数 14年  3月期   371,042,677 株　　　13年  3月期   371,055,259 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

14年  3月期 50.00 25.00 25.00 18,551 75.8 3.7

13年  3月期 60.00 30.00 30.00 22,263 69.6 4.4

(3)財政状態
      　　　総  資  産       　株  主  資　本        株主資本比率  １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年  3月期 2,709,182 502,630 18.6 1,354.74

13年  3月期 2,824,786 509,654 18.0 1,373.53

(注)①期末発行済株式数　14年  3月期    　371,016,243 株　13年  3月期    　371,055,259 株

 　  ②期末自己株式数　　 14年  3月期           　39,016 株　

２. 15年  3月期の業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
億円 億円 億円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 4,800 410 270 25.00 － －

通　　期 9,600 580 400 － 25.00 50.00

（参考）１５年３月期の販売電力量は，539億kWh（対前期伸び率0.6％）と想定している。

　　　　 １株当たり予想当期純利益（通期）     107円 81銭

   上記の予想の前提条件その他の関連する事項については，添付資料の７ページを参照してください。

個別財務諸表の概要    

２３



貸　借　対　照　表
　 平成１４年３月３１日 現在 　
       （単位：百万円）

資　　　産　　　の　　　部 負   債   及   び   資   本   の   部

科　　目 当期末 前期末 増 減 科　　目 当期末 前期末 増 減

固 定 資 産 2,617,009  2,725,281  108,271 △  固 定 負 債 1,803,942  1,705,991  97,951      

 電気事業固定資産電気事業固定資産 2,231,515  2,271,135  39,620 △   社 債 1,007,125  932,125    75,000      

水 力 発 電 設 備 188,624    199,023    10,398 △   長 期 借 入 金 602,957    587,903    15,054      

汽 力 発 電 設 備 503,055    553,102    50,046 △   長 期 未 払 債 務 1,587      2,290      703 △      

原子力発電設備 94,993     89,451     5,541       関 係 会 社 長 期 債 務 31         37         5 △        

内燃力発電設備 3,846      3,999      152 △      退 職 給 付 引 当 金 69,399     75,998     6,598 △    

送 電 設 備 567,695    537,035    30,659      使用済核燃料再処理引当金 83,042     69,824     13,218      

変 電 設 備 239,193    242,645    3,451 △    原子力発電施設解体引当金 39,745     37,759     1,986       

配 電 設 備 472,114    483,457    11,342 △   雑 固 定 負 債 52         52          -

業 務 設 備 160,108    162,317    2,209 △    

休 止 設 備 1,882      102        1,780       流 動 負 債 402,609    609,140    206,530 △  

130,452    306,574    176,122 △  

附帯事業固定資産 2,360      2,529      168 △      短 期 借 入 金 106,850    149,760    42,910 △   

コマーシャル･ペーパー 44,000      - 44,000      

 事業外固定資産事業外固定資産 6,784      5,142      1,642       買 掛 金 22,868     22,859     9           

未 払 金 11,932     20,154     8,221 △    

固定資産仮勘定 152,863    229,654    76,791 △   未 払 費 用 42,514     45,118     2,603 △    

建 設 仮 勘 定 151,131    227,561    76,430 △   未 払 税 金 20,538     26,588     6,049 △    

除 却 仮 勘 定 1,732      2,093      361 △      預 り 金 1,077      1,091      13 △       

関 係 会 社 短 期 債 務 18,861     17,917     943         

核　燃　料 110,538    104,052    6,486       諸 前 受 金 3,295      3,396      100 △      

装 荷 核 燃 料 19,648     21,077     1,429 △    災 害 復 旧 費 用 引 当金  - 3,612      3,612 △    

加工中等核燃料 90,890     82,974     7,915       債 務 保 証 損 失 引 当金  - 9,000      9,000 △    
雑 流 動 負 債 218        3,069      2,851 △    

投  資  等 112,946    112,766    179         

長 期 投 資 52,918     74,499     21,581 △    負  債  合　計 2,206,552  2,315,132  108,579 △  

関係会社長期投資 27,959     14,282     13,676      

長 期 前 払 費 用 617        509        107         資　　本　  金 185,527    185,527     -

繰 延 税 金 資 産 31,550     23,534     8,015       

貸倒引当金(貸方) 98 △      59 △      38 △       法 定 準 備 金 63,058     63,058      -

資 本 準 備 金 16,676     16,676      -

流　動　資　産 92,172     99,505     7,333 △    利 益 準 備 金 46,381     46,381      -

現 金 及 び 預 金 11,326     10,322     1,004       

売 掛 金 44,054     43,253     800         剰  　余　  金 243,734    239,798    3,935       

諸 未 収 入 金 2,688      3,813      1,125 △    海外投資等損失準備金 30         23         7           

貯 蔵 品 26,009     25,583     426         原 価 変 動 調 整 積 立金 57,000     57,000      -

前 払 費 用 158        1,605      1,447 △    別 途 積 立 金 120,000    111,500    8,500       

関係会社短期債権 2,003      2,070      66 △       当 期 未 処 分 利 益 66,703     71,275     4,571 △    

自 己 株 式  - 3          3 △        （ う ち 当 期 利 益 ） (24,468) (32,004) (△7,535)
繰 延 税 金 資 産 5,582      12,639     7,057 △    

雑 流 動 資 産 1,062      866        195         評 価 差 額 金 10,383     21,269     10,886 △   

貸倒引当金(貸方) 713 △     653 △     59 △         

自  己  株  式 74 △       - 74 △       

 資  本  合　計 502,630    509,654    7,024 △    
合　　　　　　計 2,709,182  2,824,786  115,604 △  2,709,182  2,824,786  115,604 △  合　　　　　　計

１ 年 以 内 に 期限 到来
の 固 定 負 債
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２５ 

(注)１．固定資産の減価償却の方法 

    有形固定資産は，定率法によっている。 

  ２．資産の評価の方法 

   (1) 長期投資のうち市場価格のある有価証券は，時価法によっている。長期投資のうち市場

価格のない有価証券及び関係会社長期投資のうち有価証券は，移動平均法による原価法

によっている。 

   (2) 貯蔵品のうち石炭，燃料油及びガス並びに一般貯蔵品は，総平均法による原価法によっ

ている。 

  ３．重要な引当金の計上の方法 

   (1) 退職給付引当金は，従業員の退職給付に備えるため，当期末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上している。 

   (2) 使用済核燃料再処理引当金は，使用済核燃料再処理費の期末要支払額の 60％を計上する

方法によっている。 

   (3) 原子力発電施設解体引当金は，原子力発電施設解体費の総見積額を基準とする額を原子

力の発電実績に応じて計上する方法によっている。 

  ４．消費税及び地方消費税の会計処理は，税抜方式によっている。 

  ５．記載方法の変更 

電気事業会計規則の改正に伴い，前期まで資産の部に計上していた自己株式を資本の部の

末尾に表示している。 

  ６．有形固定資産の減価償却累計額      3,005,812 百万円 

  ７．保証債務                  115,309 百万円 

    社債の債務履行引受契約に係る偶発債務   178,970 百万円 

  



損  益  計  算  書

 平成１３年 ４月　１日 から

 平成１４年 ３月３１日 まで
        (単位:百万円)

費　　用　　の　　部 収　　益　　の　　部

科　　　目 当 期 前 期 増 減 科　　　目 当 期 前 期 増 減

経 常 費 用 の 部　 経 常 収 益 の 部　

電気事業営業費用 855,519   863,192   7,673 △   電気事業営業収益 972,535   998,170    25,635 △  

水 力 発 電 費 31,061    31,289    227 △     電 灯 料 364,310   367,460    3,150 △   
汽 力 発 電 費 230,401   238,701   8,300 △   電 力 料 528,946   550,507    21,561 △  
原 子 力 発 電 費 62,473    57,772    4,701      地帯 間販 売電 力料 55,657    54,001     1,655      
内 燃 力 発 電 費 2,270     2,441     171 △     他 社 販 売 電 力 料 9,495     11,998     2,503 △   
地 帯 間購 入電 力料 728       669       59         託 送 収 益 4,888     4,813      75         
他 社 購 入 電 力 料 145,346   139,755   5,591      電 気 事 業 雑 収 益 9,237     9,388      151 △     
送 電 費 61,798    60,539    1,259      
変 電 費 41,371    42,721    1,349 △   
配 電 費 103,523   111,584   8,061 △   
販 売 費 36,990    37,813    822 △     
休 止 設 備 費 390       19        371        
一 般 管 理 費 103,883   103,765   118        
電 源 開 発 促 進 税 24,604    25,031    426 △     
事 業 税 10,791    11,185    393 △     
電 力 費 振 替 勘 定 118 △   96 △    21 △      

(貸方)

 営  業  利  益 (117,015) (134,977) (△17,962)

電気事業財務費用 50,841    66,096    15,254 △  電気事業財務収益 1,263     1,139      123        
支 払 利 息 50,244    65,632    15,388 △  受 取 配 当 金 1,153     1,017      136        
社 債 発 行 費 償 却 597       464       133        受 取 利 息 109       121        12 △      

営業外費用 18,104    8,563     9,541      営業外収益 9,755     7,715      2,039      
 附 帯 事 業 費 用 1,513     1,087     425         附 帯 事 業 収 益 1,310     661        648        
 事  業  外  費 用 16,590    7,475     9,115       事  業  外  収 益 8,444     7,054      1,390      
固 定 資 産 売 却 損 1,290     55        1,234      固 定 資 産 売 却 益 141       47         93         
雑 損 失 15,300    7,419     7,880      雑 収 益 8,303     7,006      1,296      

924,465   937,852   13,386 △  983,553   1,007,025  23,472 △  

 当 期  経 常 利 益 59,087    69,173    10,085 △  

 特 別 損 失 の 部　

 特　別　損　失 21,829    18,047    3,782      

財 産 偶 発 損  - 30        30 △      

災 害 特 別 損 失  - 6,096     6,096 △   

関係会社投資等損失  - 11,919    11,919 △  

関 係 会 社 整 理 損 17,149     - 17,149     

有 価 証 券 評 価 損 4,679      - 4,679      

37,258    51,126    13,867 △  

法    人    税　　等 7,583     22,216    14,632 △   

法 人 税 等 調 整 額 5,205     3,094 △  8,299      
24,468    32,004    7,535 △    

51,511    51,228    283        
9,276     11,131    1,855 △   

 - 825       825 △     

66,703    71,275    4,571 △   

税 引 前 当 期 利 益

当 期 利 益

前 期 繰 越 利 益

中 間 配 当 額

利 益 準 備 金 積 立 額

当 期 未 処 分 利 益

当期経常収益合計当期経常費用合計
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利 益 処 分 案 

（単位：百万円） 

 当   期 前   期 

 当 期 未 処 分 利 益      66,703      71,275 

 海外投資等損失準備金取崩し        17        1 

計      66,721      71,277 

 上記金額を次のとおり処分する。   

 配 当 金       9,275      11,131 

 
(1 株につき 25 円) (1 株につき 30 円) 

 役 員 賞 与 金       120       125 
（ う ち 監 査 役 分 ）       （25）       （23） 

 海 外 投 資 等 損 失 準 備 金        －        9 

 別 途 積 立 金       5,500       8,500 

 次 期 繰 越 利 益      51,825      51,511 
   

(注)平成13年12月10日 9,276百万円(1株につき25円)の中間配当を実施した。 

 

項           目 



注　記　事　項

１．リース取引関係
（単位：百万円）

当　　　期 前　　　期
項　　　　　目 　　　　平成13年4月 1日から 　　　　平成12年4月 1日から

　　　　平成14年3月31日まで 　　　　平成13年3月31日まで

１．リース物件の所有権が借主に移転
　すると認められるもの以外のファイ

　ナンス・リース取引

(１)　リース物件の取得価額相当額， 取得価額 減価償却 期末残高 取得価額 減価償却 期末残高

　　減価償却累計額相当額及び期末残 相 当 額
累 計 額
相 当 額

相 当 額 相 当 額
累 計 額
相 当 額

相 当 額

　　高相当額
業務設備 2,206 1,138 1,068 業務設備    2,192    1,050    1,142

汽 力
発電設備

931 98 832 汽 力
発電設備

985     148     837     

原 子 力
発電設備

92 52 40 原 子 力
発電設備

124     64       60       

そ の 他 451 227 223 そ の 他 507     242     264     

合　 計 3,682 1,517 2,164 合　 計 3,810   1,505   2,304   

(注) 取得価額相当額は，未経過リース 同左
　 料期末残高が有形固定資産の期末残 　
　 高等に占める割合が低いため，支払 　
　 利子込み法により算定している。 　

(２)　未経過リース料期末残高相当額

　　　　　　　１　年　内 559 513

　　　　　　　１　年　超 1,605 1,791

　　　　　　　合　　　計 2,164 2,304

(注) 未経過リース料期末残高相当額は， 同左
　 未経過リース料期末残高が有形固定  
　 資産の期末残高等に占める割合が低  
　 いため，支払利子込み法により算定  
　 している。  

(３)　支払リース料及び減価償却費相
　　当額

　　　支払リース料 598 633

　　　減価償却費相当額 598 633

(4)減価償却費相当額の算定方法  　リース期間を耐用年数とし，残存価 同左
 額を零とする定額法によっている。 　

２．オペレーティング・リース取引

　未経過リース料

　　　　　　１　年　内 120 43

　　　　　　１　年　超 2 35

　　　　　　合　　　計 123 79

）（ ） （
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２．有価証券関係

　 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

（単位：百万円）

区 分
貸借対照表
計　上　額 時　　価 差　　額

貸借対照表
計　上　額 時　　価 差　　額

子 会 社 株 式  -  -  -  -  -  -

関 連 会 社 株 式 2,492        40,484       37,991       2,492        36,560       34,067       

合 計 2,492        40,484       37,991       2,492        36,560       34,067       

３．税効果会計関係

（単位：百万円）

当      期
（平成14年3月31日現在）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　（繰延税金資産）

　　　繰延資産償却超過額 8,847 

　　　減価償却資産償却超過額 7,158 

　　　退職給付引当金損金算入限度超過額 6,926 

　　　使用済核燃料再処理引当金損金算入限度超過額 4,742 

　　　原子力発電施設解体引当金損金算入限度超過額 4,287 

　　　賞与引当金損金算入限度超過額 2,590 

　　　その他 8,466 

　　繰延税金資産合計 43,018 

　（繰延税金負債）

　　　その他有価証券評価差額金 △ 5,878 

　　　その他 △     7 

　　繰延税金負債合計 △ 5,886 

　　繰延税金資産の純額 37,132    

当 期 （平成１４年３月３１日現在） 前 期 （平成１３年３月３１日現在）

項           目

２９



販 売 ・ 発 受 電 電 力 量 比 較 表

（単位：百万kWh）

当　期 前　期 増　減 対前期比
Ａ Ｂ Ａ-Ｂ A/B (%)

 電　　　　灯電　　　　灯 16,384       16,208       176          101.1        

 
電　　　　力電　　　　力 21,930       22,155       225 △       99.0         

 
小        計小        計 38,314       38,363       49 △        99.9         

特　定　規　模　需　要 15,291       16,140       849 △       94.7         

合　　　　　　　計 53,605       54,503       898 △       98.4         

(出水率％） 94.9)   (     82.5)   (     12.4)   (     

水　　　　　　　力 3,678        3,489        189          105.4        

火　　　　　　　力 30,588       34,656       4,068 △     88.3         

(設備利用率％） 91.6)   (     60.3)   (     31.3)   (     

原　　  子 　 　力 10,267       6,765        3,502        151.8        

自　社  計 44,533       44,910       377 △       99.2         

他   社   受   電 20,656       21,185       529 △       97.5         

融　　　　　　　通 5,251 △     4,779 △     472 △       109.9        

揚   水   動   力 850 △       1,150 △     300          73.9         

合　　　　計 59,088       60,166       1,078 △     98.2         

損　　　　　　　失 5,483 △     5,663 △     180          96.8         

(総合損失率％） 9.3)   (      9.4)   (       ( △  0.1) 

販  売  電  力  量　　　 53,605       54,503       898 △       98.4         

項　　　　　　目
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収　 支 　比 　較 　表
（単位：百万円）

　 当    期 前   期 増　減 対前期比
Ａ Ｂ Ａ-Ｂ A/B (%)

電   灯   料 364,310      367,460     3,150 △    99.1        

電   力   料 528,946      550,507     21,561 △   96.1        

小　計 893,256      917,968     24,711 △   97.3        

地帯間・他社販売電力料ほか 79,278       80,201      923 △      98.8        

計 972,535      998,170     25,635 △   97.4        

そ　　の　　他 11,018       8,855       2,162       124.4       

合　　　　計 983,553      1,007,025   23,472 △   97.7        

人　 　　件　　 　費 122,866      126,758     3,892 △    96.9        

原 燃　　 　料　 　　費 105,955      116,281     10,325 △   91.1        

料 地帯間・他社購入電力料 146,075      140,424     5,650       104.0       

費 計 252,031      256,705     4,674 △    98.2        

修       繕       費 99,705       98,770      934         100.9       

180,065      190,948     10,882 △   94.3        

支  　払  　利　  息 50,244       65,632      15,388 △   76.6        

そ       の       他 219,553      199,035     20,517      110.3       

合　　　　計 924,465      937,852     13,386 △   98.6        

59,087       69,173      10,085 △   85.4        

21,829       18,047      3,782       121.0       

7,583        22,216      14,632 △   34.1        

5,205        3,094 △    8,299        -

24,468       32,004      7,535 △    76.5        

項　　　　　　目
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